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４ 設計共同体としての資格及びその審査 次に
掲げる条件を満たさない設計共同体について
は、設計共同体としての資格がないと認定する。
それ以外の設計共同体については、「競争参加者
の資格に関する公示」（平成22年10月29日官報
（政府調達第204号）公示）５の\から_まで
に掲げる項目について総合点数を付与して設計
共同体としての資格があると認定する。
\ 資格 構成員の組合せは、次の条件に該当
する者の組合せとする。
・構成員は、次の{から�の条件をすべて満
たしていること。また、�の条件について
は設計共同体の代表者が満たしているこ
と。
{ 独立行政法人都市再生機構会計実施細
則（平成16年独立行政法人都市再生機構
達第95号）第331条及び第332条の規定に
該当する者でないこと。

| 当機構の東日本地区における平成25・
26年度測量・土質調査・建設コンサルタ
ント等業務に係る一般競争（指名競争）
参加資格について、「建築設計」の業種区
分の認定を受けていること。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４\|の認定を受けていない者を構成員に含
む設計共同体も２及び３により申請をすること
ができる。この場合において、設計共同体とし
ての資格が認定されるためには、４\|の認定
を受けていない構成員が４\|の認定を受ける
ことが必要である。また、この場合において、
４\|の認定を受けていない構成員が、当該業
務に係る技術提案書の提出の時までに４\|の
認定を受けていないときは、設計共同体として
の資格がないと認定する。
６ 資格審査結果の通知 「一般競争参加資格認
定通知書」により通知する。
７ 資格の有効期間 ６の設計共同体としての資
格の有効期間は、設計共同体としての資格の認
定の日から当該業務が完了する日までとする。
ただし、当該業務に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該業務に係る契約が締結される
日までとする。
８ その他

\ 設計共同体の名称は「（仮称）女川町女川
駅北地区他１地区災害公営住宅基本設計等業
務〇〇〇・ ¾ ¾××設計共同体」とする。

] 当該業務に係る特定手続に参加するために
は、技術提案書の提出の時において、設計共
同体としての資格の認定を受け、かつ、当該
業務の「公募型プロポーザル方式に係る手続
開始の公示（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））」（平成26

年６月５日付宮城・福島震災復興支援本部本
部長公示）に示すところにより、技術提案書
の提出者として選定されていなければならな
い。

} 当機構から本件業務の実施場所を含む
区域を措置対象区域とする指名停止を受
けている期間中でないこと。

~ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者でないこ
と。

� 業務実績として、以下に示す基本設計
及び実施設計業務について、平成16年度
以降において、元請として受注し、完了
した実績をそれぞれ１件以上有するこ
と。（対象業務は、施工中の建物も含める
ものとします。）
・３階以上かつ延床面積5¶000fl以上の
ＲＣ造の集合住宅の基本設計及び実施
設計業務。（以下、「同種業務」という。）
※基本設計業務及び実施設計業務は、
それぞれが別の建物の業務も可とす
る。

] 業務形態
{ 構成員の業務分担が、業務の内容により
本業務に係る設計共同体協定書において明
らかであること。

| 一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことについて、本業務に
係る計共同体協定書において明らかである
こと。

^ 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、本業務に係る設計共同体協定書にお
いて明らかであること。

_ 設計共同体協定書 設計共同体協定書は、
３\の申請書と共に交付する「設計共同体協
定書等作成の手引き」及び「建設コンサルタ
ント業務における設計共同体の取扱いについ
て」（平16•7•1付34`14）別紙に従い作成する
こと。

資料提供招請に関する公表

東日本電信電話株式会社公告第９号
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
なお、本招請は資料等提供者の機密情報及び財
産的情報の提出を求めるものではありません。
平成 26年６月５日

東日本電信電話株式会社
東北病院長 佐藤 譲

◎調達機関番号 125 ◎所在地番号 04

〇東総人医札病第 14`93号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 22、31

] 導入計画物品名称及び数量 放射線科デジ
タルシステム 一式
{ Ｘ線一般撮影ＦＰＤシステム 二式（デ
ジタルラジオグラフィと一般撮影装置）

| デジタルＸ線ＴＶシステム 二式
} ＦＰＤ対応移動型Ｘ線撮影システム 一
式

~ 医療用画像管理システム 一式
� デジタルパノラマ・セファロＸ線撮影シ
ステム 一式

� 骨密度測定システム 一式
‚ ＣＴコロノグラフィ用炭酸ガス注入器
一式

^ 調達方法 購入
_ 導入予定時期 平成27年３月
` 調達に必要とされる基本的な要求用件
{ 一般撮影とＸ線ＴＶ、移動型Ｘ線撮影シ
ステムにおいて用いるＸ線検出器フラット
パネルディテクタは、空間分解能・濃度分
解能に優れたＸ線画像が得られること。

| Ｘ線ＴＶにおいては整形外科領域、泌尿
器検査、消化管・嚥下造影検査、内視鏡検
査、血管検査など多様な検査が可能である
こと。

} 移動型Ｘ線撮影は無線式フラットパネル
での撮影ができること。

~ 骨密度測定システムは橈骨をＤＸＡ法で
測定できる装置であること。

� パノラマ・セファロＸ線撮影システムは
本体で画像処理ができること。

� 医用画像管理システムは既存のシステム
を増設し、また放射線科のすべての装置の
画像管理ができること。

‚ それぞれの装置において画像情報をＤＩ
ＣＯＭで転送できること。

ƒ それぞれの装置において既存のＰＡＣＳ
およびＲＩＳ／ＨＩＳシステムとの統合が
可能であること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１]の物
品に関する一般的な参考資料及び同`の要求要
件等に関するコメント並びに資料等の提供を招
請します。
\ 資料等の提出期限 平成26年７月20日14時
00分（現地時間）（郵送の場合は必着のこと）

] 提出先 〒984`8560 宮城県仙台市大和町
２`29`１ 東日本電信電話株式会社 東北
病院 企画担当 佐藤 学
電話（022）236`5711

ファックス（022）238`7987

なお、ＮＴＴ東日本ホームページ
http://www.ntt-east.co.jp/purchase/inquiry/

index.html記載窓口においても問い合わせを
行います。

３ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 22, 31

] Name and quantity of the products to be

purchased : Digital apparatus in Radiology

Department : 1 set

{ 2 sets of General Radiography FPD

Apparatus (Digital Radiographic Appa-

ratus and General Radiographic Ap-

paratus)

| 2 sets of Digital X-Ray TV Apparatus

} 1 set of Mobile X-Ray Apparatus-

compatible with FPD

~ 1 set of Medical Image Management

System

� 1 set of Digital Panoramic ・ Cep-

halometric Radiography Apparatus

� 1 set of Bone Density Measurement

System

‚ 1 set of Injection for CT colonography

^ Type of the procurement : purchase

_ Introductory schedule time : March, 2015

` Basic requirements of the procurement :

{ The Flat Panel Detector used in gener-

al radiography, X-Ray TV and mobile X-

Ray apparatus shall give the excellent X-

Ray images superior in spatial resolution

and density resolution.
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